Region, Administration, Criticism of River-basin Sewerage by 竹川 慎吾
地域・行政・流域下水道批判
ケ
???
，? J慎 ? ?
1. 地域社会と自然環境
今日「地域」あるいは「地方」が，さまざまな形で問題とされている。一方
では，日本経済の成長鈍化の状況に直面して，新たな経済成長のテコを「地
方」の開発に求めようとするハードな成長論者がある。また他方で、は，市場経
済の論理が生み出し， 1960年代において顕在化してきた「現代工業社会の異常
な症候群」を指摘して，現代の巨大技術文明を批判し，新たな「地域主義」を
主張する人々がし、る。
筆者は，先に「地域経済社会研究の方法一一『地域主義』の検討J (富山大
学日本海経済研究所・研究年報V巻所収〉においてこの検討を行なった。そこ
での論点を合わせて，今「地域」への視点を整理してみると，次のように述べ
ることヵ:で、きるだろう。
(1) 市場経済の論理に基づく巨大技術文明の発展は，生態系と至る処で衝突
し公害の発生を始めとしてさまざまな環境破壊をもたらした。そして効率と
生産性の向上を第一義とした資本の論理は，労働の現場からも労働の喜び，人
と人との結びつきをますます奪い，疎外状況を一層深化させるものとなってい
る。
(却 同時に，巨大技術文明の発展は，膨大なエネルギー消費を必然化し，埋
蔵資源を一方的に開削，消費してエネルギー多消費型経済を必然化することに
よって，ェγ トロピーをますます増大させることとなっている。
(3~ したがって，市場経済の論理に基づく巨大技術文明の過飽和状態への反
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省は，別種の技術体系の開発・採用・発展を必要としている O そこに構想され
るのが，シューマッハーの「中間技術」あるいは「地縁技術」と呼ばれるもの
であるO それらの技術体系は， Iなによりも生態系の法則に適合し，非集中的
な性格のものであり，稀少資源の使用に寛大であり，そして人間に奉仕するよ
うに設計されている」技術である。
(引 こうした技術をとくに農林漁業を基礎とした産業構造の中に定着する必
要がある。農林漁業は生きた有機体の活動をつかさどる産業であり，エントロ
ピーの低下をもたらすからである。し巾、かえれば，人間の生産と消費の活動を
自然界の循環の中に適合的なものにする必要があるのである。
(5) こうした社会的再生産の住組を取り戻すためには，都市化・文明化への
直線的な方向ではなく，元来，人聞が属していた一定の自然的歴史的な特殊性
を有する「地域」からの視点を取り戻す必要がある。人間社会をも自然界の一
部として把握し，自然、界との融合的な人間生活の在り方を追求する視点こそが
求められているのである。それが，現代において求められている文化であると
いえよう。
(6) そうした文化の追求のためには，地域住民の意識とともに，行政担当者
の意識の変革が必要であろう。今日の市民生活にあって行政の占める比重はき
わめて大きい。したがって，行政担当者には，自己の行政の方向をこうした文
化の発展の中に見出す視点が要請される。文化行政とは，美術館を建設するこ
とだけではなし、。人聞をも含めた自然界の適合的な在り方を追求することであ
る。そして行政担当者には，そうした長期的な視点に向けて，住民をリードし
てゆく任務も課せられているO 地域に住む住民の創意、を汲み取り，時には利己
的な利害をそうした長期的な視点の下に説得し統一させてゆくコンセンサス形
成の過程こそ，この文化創造の過程そのものであり，行政担当者のなさねばな
らない任務であろう。
(7) こうした過程は同時に，住民意識の転換を生み，住民自体の中から行政
に対する参加意識が生み出される過程であるO そうした行政と住民とのキヤツ
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チボールが成立した時，文化創造の花が咲くことになり，自然界の中に包みこ
まれた調和的な人間生活の在り方をめぐって真に生産的な対話が可能となるこ
とだろう。
(8) 農林漁業を基礎として「中間技術J I地縁技術」に基づく地域の産業構
造を形成してゆくことは，地域の経済的自立を強化してゆくことを意味する
が，行政と地域住民の一体化は，地域自治による住民生活の質の向上を追求す
ることであるO この地域の経済的自立と地域自治の理念こそ，地域文化の内容
の基底をなすものでなければならない。
筆者は， I地域主義」への検討から出発して，以上のような地域社会の在り
方を夢見るのだが，今， ここで取り上げる下水道建設問題は，以上のような視
点から具体的な行政課題を取り上げて，夢としてではなし現実的に検討しよ
うとするものである。
2. 下水道建設の遅れとその原因
日本における下水道建設は非常に遅れているといわれる。図2-1に見ると
おり，確かに欧米諸国に比して日本の普及率は低し、。しかし下水処理が本格化
したのはヨーロッパにおいても第二次大戦後のことといわれ，それ以前は未処
理のまま河川に放流されていたとしづ。また日本における普及の遅れの原因と
して，建設省下水道部編「日本の下水道J (昭和54年版〉は次のように述べて
いる。
「① し尿が農村還元されていたこと。
② 急流河川が多く下水が速やかに海に流出し，かつ，巨大な浄化能力を
もつ海に固まれているとし、う条件に恵まれていたこと。
① 旧来の都市には在来水路が存在し，雨水排除に特段の支障がなかった
こと。
(1) 西村肇，栗原清一「下水道の社会経済学」上 (1エコノミスト j1980年3月4日号所
収〉
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海外諸国の下水道普及状況(総人口普及率〉図2-1
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建設省下水道部編「日本の下水道J77ページより。(注〉
近代工業の発達が遅れており，水質汚濁が顕在化しなかったこと。④ 
産業基盤整備に重点がおかれたこと。① 
生活の近代化が遅れ，下水道の必要性についての認識が低かったこと。① 
一言でいうならばし尿の農地還元は日本
の農業経済にとうて不可欠であったし，水資源も豊富であったので、下水道
の必要性が認識されなかったことが大きに」
その他いろいろの説があるが，
下水道の目的は，①雨水の排除，②生活環境からの汚水の排除，①便所の水
日本においては，①と②についてはであるが，洗化，④河川湖沼の水質保全，
し尿を主要な肥料として農地
2~3 ページ。
近隣河川の利用によって済まし①については，
建設省下水道部編「日本の下水道」昭和54年，
-lü8~ 
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に還元してきた農業があり，④についても近代工業の発達の遅れのため顕在化
しなかった，というのである。そしてとくに，し尿の農地還元を下水道普及の
遅れの主要原因としていることは注目される。つまり， 日本では遅れていたと
いうよりも，その必要度が低かったというべきであろう。
このように必要度の低かった日本の下水道建設も，戦後急速に工業化が進展
し生活の都市化や農業における化学肥料の普及が進行することによって条件
が一変し，拍車をかけられることになった。昭和33年には明治33年制定の!日下
水道法に抜本的改正が施されて下水道法が成立した。しかしここでは，その目
的は「都市環境の改善を図り，もって都市の健全な発達と公衆衛生の向上に寄
与する」こととされており，昭和45年の改正によって「公共用水域の水質の保
全に資すること」という一文が付け加えられなければならなかった。この改正
は社会環境の変化を，遅まきながらも反映したものであった。
ところでこうした下水道建設促進の空気の中で、導入された建設方式が，ここ
で問題とする流域下水道である O とくに昭和45年の下水道法改正によって「流
域別下水道整備総合計画」の策定を都道府県に義務付け(同法第2条の 2)， 
河川その他の水質環境基準の達成を求めて以来，複数市町村を貫流する河川の
水質環境基準を達成するために，それら流域市町村の汚水を一個所に集めて処
理する流域下水道方式が，安易に喧伝され，国庫補助率も高くして促進されて
いるのである。では流域下水道方式の問題点とは何であろうか。
3. 流域下水道をつくる側の論理
前掲書「日本の下水道」では，下水道を公共下水道，特定環境保全公共下水
道〈自然保護下水道，農山漁村下水道)，特定公共下水道，流域下水道，都市
下水路に分類している。この内ここで問題とするのは，公共下水道と流域下水
道であるが，下水道法第2条は次のように定義づけている。1"公共下水道一一一
主として市街地における下水を排除し，又は処理するために地方公共団体が管
理する下水道で，終末処理場を有するもの叉は流域下水道に接続するものであ
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り，かつ，汚水を排除すべき排水施設の相当部分が暗渠である構造のものをい
う。流域下水道一一ーもっぱら地方公共団体が管理する下水道により排除される
下水を受けて，これを排除し，及び処理するために地方公共団体が管理する下
水道で， 2以上の市町村の区域における下水を排除するものであり，かつ，終
末処理場を有するものをいう。」と。ただしここでは話をわかりやすくするた
めに，前者は単一市町村が処理場をも管理するものをいい，後者は複数市町村
の汚水を一個所に集めて処理し都道府県が管理するものをいうこととする。
さて，流域下水道を推進しようとする建設省あるいは都道府県の行政側の論
理はどのようなものであろうか。
前掲書「日本の下水道」は 12以上の公共下水道がそれぞれ独自に終末処理
場を備えるよりも，これらを集中的に 1つの処理場で処理するほうが，全体的
に見て投資効率がよく，また，公共用水域の水質環境基準を早期に達成するう
えで望ましいと認められる場合は，流域下水道として整備すべきである」とし
ている。つまり，投資効率と水質環境基準の達成をその根拠として，有利な場
合にのみ流域下水道が望ましいとしている。しかし現実的には，投資効率の評
価基準の問題にしろ水質基準達成の問題にしろ，有利な場合にのみ望ましいと
したことにしろ，以下に見るようにそれ程単純で、はなさそうである。
流域下水道の建設に直接に従事する都道府県においては，住民の理解を得る
ためにさまざまな説明をしているが，中西準子氏はその著「都市の再生と下水
道」において， 1つくる側の論理」を次のように整理されている。
(3) 前掲書， 111ページ。
(4) 中西準子著「都市の再生と下水道J (日本評論社刊)は，望ましい下水道のあり方
を追求する著者の研究者としての姿勢が如実に現われたきわめてすぐれた啓発の著で
ある。悪条件の中においても常に実態調査によって得られた事実に基づいて流域下水
道批判を展開し，住民運動とともに歩みつつ，望ましい下水道の実現を目指して論述
が進められている。門外漢の筆者にとってきわめて多くのことを学ぶことができ，本
論の論旨の多くをこの書に負うている。なお，中西氏からは，直接に資料の紹介等の
指導を受けた。ここに感謝の意を表したい。
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巨大な流域下水道をつくる利点，理由として挙げら「これらを総合すると，
れているのは次の点である。
規模が大きいほど建設費も維持管理費も安い。加えて流域下水道の方が
国庫補助率が高い。
(1) 
市町村が個々ばらばらに処理場をつくると河川の環境基準が守れない。(2) 
市街地が市町村の行政区域を超えて連担している。(3~ 
流域全体の管理ができる。(4) 
都道府県が管理すれば有能な技術者が集まる。市町村では管理できな(5) 
流域下水道をつくる理由(行政側〉(表3-1) し、。
(3) 
市街地の連担
(2) 
環境基準
(1) 
安い
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。
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阿武隈川上流県北
阿武隈川上流県中
利根川上流県央
霞ヶ浦湖北
江戸川左岸
相模川
小矢部川，庄川
西遠
木曽川右岸
境川
矢作川
五条川左岸
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琵琶湖湖南中部
琵琶湖東北
加古川上流
児島湖
周南
宍道湖
処理場が大きくなるの(6) 
で相当程度の工場排水を
受け入れでも処理でき
る。J
中西氏はこれらのうち(4)(5)
それ自体が流域下水道(6)は，
選択の理由にはなりにくい，
とされ， (1)(2)(3~に注目して流
域下水道実施主体による基本
計画書，事業計画説明書に記
された流域下水道選択理由
を，表3-1のように整理さ
これによれば，各行政れた。
主体の挙げる理由は「規模が 。
(0印は行政側が挙げている理由〉
C中西準子「都市の再生と下水道J91ペー ジより。〉
大きければ安いということ」
であり，環境基準の達成とい
う理由を挙げているのは数ケ
-111-
前掲，中西著書90ペー ジ。(5) 
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所であるにすぎなし、。 r市街地の連担」に至っては， どこも理由として挙げて
いない。ところが，現下水道事業団理事長久保魁氏〈元建設省下水道部長〉は
参議院公害対策及び環境保全特別委員会 (53年3月22日〉において参考人とし
て次のように発言している。流域下水道計画に反対する意見は，近視眼的議論
にほかならないとし，独立家屋や数戸の排水処理には浄化槽，小集落の場合に
はコミュニティ・プラントとしづ形があるo rしかしながら，密集した市街地
であれば，当然公共下水道計画となり，さらに，市街地が市町村の行政区域を
越えて連担しているO あるいは近接している状況であれば，流域下水道計画と
いうように，その地域の状況に応じて最も適切な計画を立案するのが下水道計
画でありま手」と。表3-1に示された事実は，久保氏の見解と全く矛盾して
いる。氏の見解自体問題があるのだが，流域下水道推進の現実的理由は市街地
の連担にはないのである。事実，市街地が点々と分散している富山県の小矢部
川流域においですら，この方式が採用されようとしているのである。本来的な
下水道の目的自体を実現するために，よりよい方式を追求するのではなく，安
くつくといわれ，国庫補助率も高い流域下水道が，地方公共団体によって安易
に選択されているといえよう。
では，流域下水道にはどのような問題点が指摘されているのであろうか。
4. 流域下水道の問題点
今日の時点で，処理場を含む下水道建設に際して最も考慮すべき点は，次の
諸点であろう。
第 1には，自然環境基準の達成である O この点については，単に河川，海域
の水質基準の達成だけではなく，大気・土壌の環境基準も達成されなければな
らなし、。なぜ、なら，現在一般的に採用されている処理技術は活性汚泥法などの
微生物による有機物の処理技術である。これによれば微生物が有機物を食べて
(6) I第84回国会参議院公害対策及び環境保全特別委員会会議録第6号」
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繁殖し処理後に大量の余剰汚泥が発生する O したがってこの汚泥の処理が必
要であり，従来は，海洋投棄，埋立て等によって，いわば棄ててきたわけであ
る。また生の汚泥はきわめて水分が多いため，その体積を縮少するために現在
ではそれを脱水し焼却して，残灰を投棄するようになっているO こうした汚泥
の処理の仕方によって，海域の汚染や土壌の汚染，焼却による大気汚染などが
発生するからである。
さらに， 自然環境基準の達成に当っては， この基準自体が，将来において総
量規制の導入などによって一層規制強化されることをも予測しておかなければ
ならない。
第2には，資源・エネルギー問題である。この点においてもわれわれは百年
の計を立てるつもりで、将来の事態を考慮しつつ建設計画を作成しなければなら
ないが，汚泥の焼却に使われる重油は，脱水ケーキ(水分75%くらいで手で持
てる状態) 1トンを焼くのに約50l必要であるとい3。しかし，その汚泥はし
尿や家庭排水から発生するものであれば，かつての日本の農業がそうであった
ように， 1つの資源であり，窒素やリンは水質汚染の原因となるが，堆肥とし
て使えば有効な肥料となるものである。また処理後の放流水は，有害物質を含
まないかぎり水資源として利用できるものである。
こうした資源・エネルギー問題として下水道建設問題は考えられなければな
らないのである。
第3には，市街化地域の拡大に伴なって下水道の普及は急がれている O した
がって事業効果が早く現われるように計画されなければならないだろう。
そして最後に第4には，建設費・維持管理費が安くつくことである。どんな
(7) 余剰汚泥の水分は99%もあり，シチューのようなものであるが，これをタンクに入
れて 1日くらい放置して固形分を3-4%まで濃縮しさらにやや温度をあげて30
日間空気にふれないようにして密閉して腐敗させ(嫌気性消化法という)，それに石
灰と塩化第二鉄の薬品を添加して機械で絞り，脱水ケーキとする。下水 1万トンか
ら約7トンの脱水ケーキが発生し，焼却すると約1トンの灰になる。(中西著書によ
る。〉
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に安くともそれが下水道の目的に適ったものでなければ無駄な投資である。し
かもその費用計算は目先の建設費だけではなく，資源・エネルギー問題や将来
の環境汚染をも予測した長期的視野からなされなければならない。
さて，このような視点から流域下水道を検討すればどうなるか。
( 1 ) 自然環境基準の達成
現在一般的に採用されている活性汚泥法は，先に述べたように微生物が有機
物を食べて処理するのであるから， BOD (生物化学的酸素要求量〉で計られ
る汚濁物質は処理されうる。同じ有機物でも石油やプラスチックのようなもの
は微生物は食べてくれない。したがって，活性汚泥法は元来，人間の排世物で
あるし尿の処理のための技術だといってし巾、だろう。しかるに流域下水道は，
大量の工場排水を取り込む計画になっているのである。たとえば流入汚水に占
める工場排水の割合をみると，愛知県境川流域下水道では53%，静岡県西遠流
域下水道では50%，茨城県霞ヶ浦湖北流域下水道では46%，滋賀県琵琶湖湖南
中部流域下水道では45%となっており，富山県小矢部川流域下水道では，当初
50%であったものを反対運動の影響で現計画では26.5%とし，神通川左岸流域
下水道では31.8%となっている。従来の下水道が10'"'"'20%であったことと比べ
れば，非常に高い割合を占めている。こうした工場排水は活性汚泥によって処
理することのできない有機物や重金属などを含んでおり，処理できないばかり
でなく微生物の活動を阻害したり，微生物を殺してしまう場合もあるO
もちろん工場排水については重金属など、の有害物質について水質汚濁防止法
と同じ基準が下水道法に定められ，たとえ下水道に流す場合でも公共水域に放
流する場合と同じ基準を守らなければならなし、。しかし問題は，工場から直接
に暗渠で下水道に放流される構造になっていることである。ここには 2つの問
題がある。 1つは，工場が水質基準を守っているかどうかを監視する問題であ
り， 2つは，たとえある工場が水質基準を越えた不法な排水を流したとして
も，他の工場排水や家庭下水と混ざることによって，薄められ何らの処理をさ
れなくとも適法な水として処理場から河や海へ放流されてしまうことである。
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かつて富山湾で、は水銀汚染問題が発生したが，後者の問題は，現行のように濃
度規制に留まっていて総量規制を行なわない限り，処理場から放流された水に
よって放流先の汚染をひき起すことになる O しかもその場合には，汚染源は処
理場ということになり，企業責任は転稼され自治体がその責を負わねばならな
いのである。そしてこうした体制を許せば工場内における水質基準達成努力を
ますます遅らせることになる。愛知県の尾西地方特別都市下水路についての報
告では，次のような事態について述べている。1"最近，特水に排水する工場の
中で， 自己処理可能な廃水は自己処理して河川放流し，困難な廃水は特水に流
すという動きがあるそうだ。工場が廃水管理に注意を向けるのは結構なことだ
が，悪い廃水は従前どうり特水に流すのなら，特水の処理効果は更に低下しか
ねない」と。工場内で処理しなければならず，また処理で、きるものなら使用料
を支払って下水道へ流すことはないであろう。その結果こうした事態が生まれ
る。
この問題も前者の監視体制が完全に敷かれるものなら，水質規制はまずはで
きるといえよう。しかし現在の技術では， このように暗渠で、結ぼれた工場の排
水口と下水道では，常時採水して検査していない限り監視は不可能である。富
山県は自動監視装置の設置を主張しているが，水素イオン濃度については自動
監視が可能であるとしても，問題の有害物質の監視は絶対に不可能である O そ
して規制を守っていない事例はあまたあり，処理場で従業する技術者達を常に
悩ましているのである。
一つの事例として東京都下水汚泥処理調査委員会の報告を紹介しておこ)う。
表4-1および表4-2は，同書に示された工場排水の下水道に与える影響
である。表4-3は東京都における監視状況であるが， 1事業場あたり年間立
入回数は，なんとただの1.5回程なのである。それは水質の監視・指導等の執
(8) 下水道問題連絡会議編「日本の下水処理場一一処理場見学記No.2J 13ページ。
(9) 下水汚泥処理調査委員会(東京都下水道局)I下水汚泥の処理処分等についてJ(昭
和54年12月〉
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表A-l 規制項目の下水道に与える影響と主な発生源
規制項目 l 下水道に対する影響 発生業種(例〉
水濃度素イ(pオHン〉 ①の{金時に:ヰ属生の屍物，水処コ止の混合による有害ガス
②並び 理ン機ク能リのー阻ト害の急速な損壊
鉄主鋼重量業l韓，金属民製刷品製業造化業学，工め業っ
開~I (j)i!liU，c…処蹴倒垂下 lia韓関正案
F持苧量I① 管渠掃除の増加並びに管渠の閉塞 1!|4点加料工整業品製品造議業室，繊主維義工業ヂ尊，重 I 
②処理施設の機能妨害 物
ノルマルヘ ①者呼協吸阻害議i置の措並び 世ロロ汁エ襲地f出言京論盟主翼手書|物キ質サ量ン抽(油出〉 ② びに微生物
γ ア ンJ①②の青生酸物処ガ理ス機に能よのる管阻渠害内ま作た業は停の停止止 J鉄鋼業， めっき業， 化学了業 I 
五6価ドクミウロムム 1 ①@ 生汚物泥処処理理機，処能分の阻の害困難ま問たは停大止 1 学金工属業製品製造業， めっき業， 化
事総機水銀燐・枇 1 ① 生物処理機能の阻害または停止 機械器具製造業，化学工業
-ア ② 汚泥処理，処分の困難性増大
ルキル水銀
[主主プ刷工品鵬業化学 lP C BJ①@ 生汚物泥処処理理で，処は処分理の不困難可能性増大
よノール|①生物処理機能の低下 |化学工業病院
銅溶ガ解ソ・亜性鉛鉄マン・ ①@処生理汚物機泥能処処理理の阻で，処は害除分去の困難および生物
困難性増大
鉄き鋼業業，製，版金属・製印刷品製業造，業化学，工め業っ
ク ロ ム ①処生汚理物機泥処処能理理の阻，で処は害除去困難および生物 金学属工製業品，製皮造享'業製，品製め造っ業き業， 化
弗 素|①生物処理機能の低下 |鉄鋼業，めっき業，窯業
温 度|盟問3空襲吋機怖のl繊紅業化学工業
融関ls停戸襲撃鳴る鶴内作業の|鶴間鉱員長皮革製品
(注〉 表 4-1~4-4 は，東京都下水道局下水汚泥処理調査委員会「下水汚泥の処
理処分等について」よりヲ|用。
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表 4-2 規制項目以外で下水処理場に多量に流入すると処理に影響を与える物質
|① 活性汚(同活性度着の濃低縮下〉問物質 |珪酸吋機コロイド
② 生物学(処的理に分水解中にし残に存く〉い物質 l石等油〕カらの中化間開合物ポ山オキサンリグニン ， リビニノレアノレコ
ール
③ 毒性物質(活性度の低下〉 |プオノレムアルデヒド 雌拙
④ 着色成分(処理水の着色〉 l着リ色コロイド
@時分(処理施設カ同気発生)トンゼン トノレエンスチレγ
@ 発泡成分(活性度の低下，発泡〉 |ア山ベ川スルフォン酸塩
表 4ー 3 監視状況 表4-4 違反状況
;ム監事視業対象場 監(視延べ回数) Aij書室[A B B/A ム監視件数 違反件数 違反率A B B/ A x100 
49 2，484 3， 725 1.5 49 3， 725 1，863 50 
50 2， 789 3， 756 1.3 50 3， 756 1， 737 46 
51 3，043 3，987 1.3 51 3，987 1，716 43 
52 3，946 6，120 1.6 52 6， 120 2，283 38 
53 4，269 5，931 1.4 53 5，931 1，965 33 
(注〉 昭和52年度は2月末現在
行に当る職員数が昭和53年で113人に対して，監視対象事業場数が4，269にも上
るためで、ある。そしてもっと驚くのは，表4-4に示された違反件数で、ある 0
49年以降年々違反率が低下しているとはし、ぇ，年間1.4回しか立入り検査をし
ていないのに33%もの違反が摘発されているのである。こうした状況は他の自
治体でも同様であるといわれ)，もし抜き打ち監視を頻繁に行なっていたらいっ
たし、どういう結果が出たので、あろうか。
東京都下水汚泥処理調査委員会の委員として参加した中西準子氏は， この委
仰前掲「参議院・会議録」における有元参考人の報告。
-'-17 ---， 
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員会におし、て都の立入り調査時点の水質と通常時の工場排水の実態を比較する
ことを主張して，当局側の拒否に合いながらも委員会に認めさせ，次のような
調査を実施された。少々長いが引用させていただく。
「私は，次のような調査計画をたてた。
調査すべき事柄は，除害施設がつけられ，十分機能している大手の工場の排
水を調査し，立入り調査時点での水質と比較することであった。
工場排水を24時間調査すれば，当然工場が気づいて減らしてくるだろう。だ
から調査しでも無駄だという意見が，事もあろうに下水道局側から出された。
勿論，私はその事は考慮済であった。下水処理場の入口でも測りつづけ，調
査時間中に減れば，その減った分は調査している工場が減らした分と考えれば
いい。この前提を下水道局側も認めて，調査ははじめられた。……
新河岸処理場には，図4-1に示す如く，二つの下水道幹線が入っている 0
1つは浮間幹線で，工場排水の割合が高く，もう 1つは練馬幹線で，工場は少
図4-1 浮間地区調査地点概略図
浮間幹線
採水地点 採水間隔
下水処理場 ⑨と@ 2時間毎 10日連続
工 場 田富 10分毎， 24時間を 3回
-l，lG-
図4-2 処理場流入水中の鉛の濃度 (ppm)
(53年12月 12 日 ~22 日〉
主台
(ppm) 
0.08 
0.07 
0.06 
0.05 
0.04 
0.03 
0.02 
0.01 
しー干
13 14 15 16 17 18 19 20 21 
宮日 1 3 14 lS 16 17 18 19 20 21 22 
工場の調査日 f--吋 ト田園吋 ドー吋
(注〉 図4-1，4-2，表4-5は，中西準子「東京の下水道の課題J
(1都政」第25巻第1号所収〉よりヲ開。
表4-5 浮間地区工場排水実態調査
| 鉛排出量 (グラム/日〉
調査時三工場排出量
調査時三工場減少分
通常時三工場排出量
立入調査時三工場排出量
なく，主として家庭下水と都市活動排水である。
631 
2，358 
2，989 
969 
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この二つの幹線の流入下水が， 10日間， 2時間おきに採水され，分析された
(鉛を中心にして〉。
一方，浮間幹線内の鉛を使う大手工場3社 (N.K. T)を選び¥ この工場排
水を10分間隔で24時間調査し，分析をした。工場排水の調査は， 1日か3日，
聞を置きつつ， 3回行なわれた。……
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調査結果の中から，処理場流入水中の鉛濃度の経日変化を図4-2に示す。
二重丸で示したのが，練馬幹線の下水の鉛の濃度で，殆んど変化していな
い。一方，黒丸の浮間幹線の方は大きく変化していて， 0.03，.，0.04の時と，
0.07，.，0.08の2つにわかれる。調査目の下に， 3つの工場を調査した日を黒線
で入れてある。
全く例外なく，工場排水を調査していた日に下水処理場に入ってくる鉛は半
分に減り，調査をやめるともとにもどるのがわかる。
この調査時点で3社が排出していた鉛の量は， 1日631グラムであり，調査
時点で処理場入口で普段に比べ減少した鉛は， 2，358グラムであった。故に，
通常3社が出していると推定される量は， この 2つの和で， 2，989グラムであ
る。
一方，東京都が別に立入り調査した時の 3工場からの排出量は， 969グラム
であった(表4-5)。
つまり，立入り調査のデータは，通常工場排水が出している鉛の 3分の 1し
か表わしていない。」
この報告はわれわれに何を示してくれるだろうか。第 1には，自動監視はも
ちろんのこと，立入り調査によっても，個別工場からの排水の実態を把握する
ことは，ほとんど不可能であるということである。つまり監視の困難さを示す
のであるが，企業は調査の時点だけは水で薄めて流したか，あるいは通常時に
除害施設の機能を低下させて運転しているかもしれない。もし後者だとすれ
ば，除害施設の設置だけを義務付けても水質の改善は期待できないといえよう。
第2には，下水道当局が発表するデータをそのまま信用するわけにいかない
(1) 中西準子「東京の下水道の課題J(1都政」第25巻第 1号所収)14ペー ジ。
(12) 前掲，中西著書， 58~59ページには，除害施設設置率の低さと，その稼動率の一層
の低さが指摘されている。また，下水道労働者の実感として，夜になると処理場へ流
入する汚水の水質が悪化するといわれている。
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とし、う事情である。流域下水道を推進しようとする行政担当者は，しばしば工
場排水に対しては厳重な監視をすることによって水準基準を守らせる，と主張
する。したがって稼動後も立入り調査の結果をもって基準の遵守状況を説明す
る。しかしこの調査は，通常時には立入り調査時点の 3倍， この調査時点の
4.7倍もの鉛が流されていることを示しているのである。この事実をわれわれ
はけっして忘れてはならなし、。そしてこうした事態が現われるのは，工場から
の排水口と下水道とを暗渠で、結んで、しまった結果なので、ぁ20
このように工場排水の受け入れは，結局処理場が汚染物質を抱え込むことを
意味する。ではその汚染物質はどこへ行くのか。
1つは先に述べたように，処理場からの放流水に混ざって公共水域へ出る。
もう一つは汚泥に付着することになる。前者は公共水域を汚染し，動植物によ
って濃縮されて再び人体に入ったり，窒素， リンによる富栄養化の原因とな
る。後者は汚泥の処理処分の困難さを一層増大させる。汚泥の海上投棄は海の
汚染を引起し，陸上投棄は土壌の汚染や地下水への浸透による汚染につなが
る。こうした投棄は量的な問題もあって，最近では汚泥の焼却処理が一般的に
なってきている。この場合にはどのような問題が生ずるか。
(13) この調査からは，通常時にK.N.Tの三社が水質基準 (1ppm)を越えた汚水を流
しているかどうかは明らかではない。しかし前掲「下水汚泥の処理処分等について
(付属資料)Jに収録された三社の鉛の濃度に関するデータによれば， 3社の平均的濃
度は， KがO.41ppm，NがO.10ppm，TがO.20ppmで、ある。 Kは最も排水量が多く，
しかもこの調査時点においても，水質基準を越えた時が数度ある。もし，通常時の排
水が，調査時点に比べて，鉛の総量と同じ倍率 (4.7倍)の濃度であったとすれば，
通常時においては明らかに基準を越えた排水を行なっていることになろう。
(1母汚泥によって埋め立てた東京荒川の河川敷で‘は， r覆土されて一見きれいに見える
が，ここには草は生えるが木は決して育たない。根が汚泥にあうと必ず焼ききれてし
まう」とし、う。汚泥に水銀，鉛， クロム， カドミウムなどが含まれているからであ
る。(中西著書， 19ペー ジ〉
京都市鳥羽下水処理場周辺では，処理場に近くなる程重金属で土壌が汚染されてい
る。(同書， 55ペー ジ〉
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焼却すれども重金属などは燃えてなくなるわけではない。一部は焼却灰に含
まれ，一部は焼却過程に煙突から飛散する。中西氏の調査では， 800度で焼却
すると，水銀は357度，枇素は615度，カドミウムは767度で気化し，大気を汚
染しいずれは地上に降ってくる。焼却前の脱水ケーキに含まれる重金属の内，
水銀は96%，枇素は80%，カドミウムは60%，鉛は29%が大気中に飛び，気化
する温度が800度以上の金属でも粉塵として飛び散る。
かくして処理場は工場排水の受入れによって新たな公害源となり，汚泥の処
理はますます困難となるのである。
そしてより重大なことは，結局下水道の目的とされた「自然環境基準の達
成」は，流域下水道の建設によって，より多様な困難に突き当り，将来に禍根
を残すことが明白なのである。こうした指摘が多方面からなされ，工場排水の
下水道からの排除が主張されているにもかかわらず，今なお日本下水道事業団
理事長久保起氏は，次のように述べている。
「悪質排水が下水道に流されているのではないかとしづ問題については，こ
れは法律違反ですよ。直罰規定も作られたことだし，工場は基準をきちんと守
って下水道に排出してもらわなければならない。……各排出者がきちんと法律
を守るようにモラルを高めてし、かなければならない。監視をし，違反を見つけ
たら罰則を適用していかなければいけない。」と。暗渠で結ばれた排水口と下
水道をそのままにして，一体どのようにして違反を見つけようというのか。ど
のように監視しようとするのか。モラルに訴えて事が解決するのならば公害な
どは発生しなかっただろう。そしてまた他に方法がなければ，それでもやむを
得ないといえようが。
ではどうすればよいのか。
中西氏は次のようにし、われる。1"公共用水域 CJIや湖〉に放流すれば，悪い
水を出せばすぐ人の自にふれるしそこには魚も草もあるから，異常が発見さ
れやすいし，すぐに被害が出ない場合でも魚の奇形や底泥の分析によって，悪
邸) 朝日新聞， 1980年11月26日付。
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い水の出所をつきとめることができる。公共用水域では，その近くに住んでい
る人が皆監視員の働きをし，その水系で生きている生物のすべてが水質監視計
の働きをしている。しかもすぐに発生源の工場がわかるので，工場は常に注意、
をするようになる。私の調べた多くの工場では，基準値の 100分の 1以下の水
を出していた。それは，そうしなければ被害が出るかもしれないからで、あん
と。そして「公害対策の原則」として 5つの原則を示しておられ20
(1) 個々の排出者の責任が明確になり，その結果が誰の自にも見えるシステ
ムで、あること。
(司 ppp (汚染者が支払う原則〉が貫徹されること。
(3~ 最良の排水処理は， まず排水が出ないような生産工程を選ぶことであ
り，したがって生産の責任者は，同時に排水処理の責任者であること(発生源
処理の原則〉。
(4) 含まれている物質の種類の数が少なし排水量が少なし濃度が高い方
が処理効率は高い〈発生源処理の原則〉。
(5) 排水処理の結果発生する汚泥などは， できるかぎり原料にもどすこと
(リサイクルの原則〉。
リサイクルについては以下に述べるが，要は，発生源処理の原則と ppp原
則，そして衆人の限による監視である。すでに工場排水を結合してしまった所
で，これを切り離すことはむずかしいといわれるが，少なくとも，今後建設さ
れる下水道においては，これが理念とならなければならない。
(2) 資源・エネルギー問題としての下水道
今日，エネルギー危機が叫ばれ，希少性資源の枯渇が問題となっている。こ
こでは主にリサイクノレの問題として， 水と汚泥と重金属について触れてみた
し、。
まず水について考えるならば，流域下水道の場合には，河川に添って上流か
側中西著書， 60ペー ジ。
(問中西著書， 75ペー ジ。
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ら下流へと幹線管渠を通し，流域市町村から汚水を集め下流で処理して公共用
水域へ放流することになる。こうした幹線管渠を建設することは，もう一つ地
下に川を作ることに等しし、。したがって従来河川に流入していた水を汚水の分
だけ減らすことになる。そのため河川の水量はひどい場合にはほとんどなくな
ることにもなる。河川はそれ自体汚水を浄化する自浄作用を持つ。流下に従っ
て微生物が処理したり，河底から浸透して土壌が浄化し地下水となったりす
る。もし管渠によって汚水を下流まで運ぶことになれば， こうした自然の浄化
作用を殺すことにもなりかねず，その場合には，河川は一層汚染度を増し死に
瀕することにもなろう。そうでなくとも，上流で発生した汚水は上流で処理
し，上流で放流すれば，河川の水量は保証され，その自浄作用も生かされるで
あろう。すなわち，処理された水は利用可能な水であり，水資源の確保という
面からしても，それは発生地点で処理してそこで河に還すことこそ望ましい。
日本は水の豊富な国であるといわれてきた。しかし今日，都市化の進行，工業
用水需要の急膨脹などによって，もはや豊かであるとはいえなくなっている。
建設省自体次のように書いている。 I建設省河川局の試算によると，昭和65年
度においては，南関東地域，京阪神地域および北部九州地域など10地域で年間
15億m3の水が不足するとしづ結果が出ている。……(供給の不足，開発コスト
の大巾上昇が予想されることから〉……下水を高度処理して貴重な水資源とし
て利用することは今後ますます重要になってくる。従って，終末処理場の位置
および放流先の選定に当っては，当該地域の水需給の動向を勘案して検討する
とともに処理水の循環利用について検討しておく必要がある。」と。
このように書かれていながら，現実には富山県小矢部川のように，水はまだ
豊富であるから流域下水道で河口で放流しでも良いとしている。しかし資源問
題は目先のことでは済まない問題である。北陸地域の河川|から関西地方へ水を
引くとしづ計画さえ考慮されている現在，少しでも確保しておくことが行政担
(的建設省編「流域別下水道整備総合計画調査・指針と解説」昭和55年版， (以下「指
針と解説」と略す)62ページ。
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当者の考えるべき課題であろう。
次に希少資源としての重金属の問題であるが，現行法からしても工場排水は
水質基準の遵守が義務付けられている。現にクローズド・システムを採用して
循環利用しているところもある。つまり発生源処理の原則とリサイクルの原則
は一致するものである。だが，回収，再利用はコスト面から見て不利であり，
取るべき策ではないという意見がある。もしこうした観点に立てば，一層大量
な水によって薄めて流すことになろう。それは環境汚染の面から見ても，資源
問題から見ても全く逆行するものである。そしてコストを低減させる技術の開
発にもつながらなし、。自動車の排ガス規制が明確に示したように，必要は発明
の母である。発生源処理と資源としての回収を追求すべきであろう。
資源問題として最大の問題は，下水処理において最大の問題となっている汚
泥の有効利用である。
汚泥の処理問題は，下水道の普及率が高い欧米諸国では，環境汚染が問題に
なるに従い海域投棄が困難となり，国によっては焼却処理すら大気汚染の原因
になるとして採用しようとしていない。そして行きつくところは，どの国にお
仰)
いても肥料として有効利用しようとする方向である。そして建設省も「汚泥の
最終処分方式として，海面埋立，陸地埋立，緑農地利用，海洋還元等が現在行
われているが，今後は埋立地の確保が困難となることが予想されるので，汚泥
自身のもつエネルギーや資源としての価値を利用する方向に進むことは必然で
ある」としている。
しかし汚泥の資源化にとって，工場排水に含まれる重金属等の有害物質は，
決定的な障害となる。したがってフランスでは， 78年に有害物を出す工場の下
側 昨年暮に朝日新聞に連載された岡並木氏の「水と土と人間」第23回では，重金属を
取る技術を紹介しており，朝日新聞 (1981・1・3)は，下水から重金属と油を回収す
る技術を紹介している。
。 欧米諸国の実状については，前掲「水と土と人間」に多くの事例が述べられている。
ω 前掲「指針と解説J62ペー ジ。
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水を家庭下水とわける方針を決めたとし、う。またイギリスでは，汚泥の農地還
元についてきわめて慎重に観察を続けながらすすめている。
したがってここでも工場排水を下水道から切り離すことが最も望ましい対応
策だといえよう。
東京都は1977年から 3年聞かけて下水汚泥処理調査委員会を設置して，下水
汚泥処理処分，悪質廃水の規制強化対策，悪質廃水のクローズドシステムにつ
いて詳細に検討し， I下水汚泥の処理処分等について」とし、ぅ報告書をまとめ
た。工業排水規制の基本的視点として次のように結論付けている。
「総じて，下水処理場の処理機能は限られており，下水処理に対する新しい
時代の要求にあわせていくためには，困難を伴うことが多し、。それらに対応す
るためには，下水処理場の処理機能の改善のみならず，下水道システムそのも
のの見直しも必要となろう。とくに，工場排水に起因する問題については，こ
れまで規制の強化という視点で、のみのぞんで、きたが，その点についても唯一の
・偶
有効策かどうかを検討する必要があろう。J(傍点筆者〉と。ここでは歯切れは
悪いが，工場排水の受入れそのものに疑問を呈しているといえよう。そして，
中西氏の見解と同様の工場排水処理水の公共用水域への直接放流を限定付きで
はあれ，積極的に認めている点も注目に値する。
事態は動きつつあるといえよう。昭和42年に産業構造審議会が，公害基本法
制定に際して企業の公害対策負担を軽減するために下水道を整備されたい，と
いう意向をその答申の中に述べて以来，産業政策優先の下に下水道建設は置か
れてきたといえよう。しかし今，汚水は流して捨てればよいという安易な考え
では進まないことが明らかになり，少なくとも今後建設される下水道について
は，上述してきた如き発想の転換が必要とされるのである。
なお汚泥の農地還元について付言しておくべきことがある。
今日，日本の農業は化学肥料過多により，土壌が死に瀕しており，それは農
林水産省自体が認めているところである。コンポスト(堆肥〉化された汚泥は，
ω 「下水汚泥の処理処分等についてJ126ペー ジ。
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その土壌を生きかえらせる上でこの上ない素材であろう。ただし，工場排水を
排除した汚泥で、もなお重金属等の有害物質が含まれており，しかもその出所は
車場
不明な部分が多いとし、ぅ。したがって，農地還元に当つては，充分な汚泥の分
析，有害物質の出所の追求，施肥後の慎重な観察が必要で、あるO 現にすでに福
岡市や渋川市周辺町村などでは，それぞれの手法によって農地還元は試みられ
ている。そうした先駆的な発想の転換は，追跡調査をも伴ないつつ積極的に推
進されなければならないだろう。
(3) 建設費・維持管理費問題
事業効果の早期実現と建設費・維持管理費問題とをここで合わせて考えよ
う。そしてここでは，富山県小矢部川流域下水道の建設問題を例に取り検討し
てみることとする。
小矢部川流域下水道は，図4-3に示したように高岡市，新湊市(一部)，
大門町(一部)，小矢部市，砺波市，城端町，庄川町，井波町，福野町，福光
町，福岡町，井口村という 4市7町1村に関係する広い地域の汚水を処理しよ
うとするものである。県計画では昭和65年を目標年度とし，その計画水量は表
4-6に示したように 36.5万m3/ 日で，工場排水が26.5%含まれている。計画
処理面積は 5，432ha，計画処理人口 327，700人，幹線管渠67.94km，処理場は 1
個所，活性汚泥法によって処理し汚泥焼却を行う。処理施設は半地下覆蓋方式
を採り，処理場周辺での公害発生を防ごうとしている。
この計画概要を見て問題となるのは，工場排水の受入れと長大な幹線管渠で
ある。前者についてはすでに述べたが，後者について触れるならば，図4-3
に見るとおり市街地は連担しているどころか，点々と分散している。そして，
既存の下水道建設における幹線管渠の建設期聞からすれば，68kmもの管渠建設
にはおそらく20年近くの期聞が必要と考えられ，上流町村では下水道利用をそ
れまで、待たなければならなし、。つまりは事業効果が現われるのが非常に遅れ，
(お) 高橋敬雄「下水汚泥農地還元の基本的視点J(1公害研究JVOL.8 No.3所収〉を参
日召。
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表4-6 小矢部川流域下水道計画水量内訳(富山県推計〉 (単位nt/日〉
|家庭汚水|工場排水l家畜排水|地下水|合 計!電車京水十
高 岡 市 1116，0571 23， 212 I 198，問問 269
新 湊 1，458 
大 門 。!叶捌 2日
(小 計) 1 (山 ωωω叫(200，叫(凶 987)
小矢部市| 24，906 
砺 波 24， 156 
城 端 7，948 
庄 JI[ 7，255 5，412 
井 告主 8，316 
(ま川・井喜) 1 (山40)1 (刊川 α，42心| (同州 ω叫 (13，728) 
f高 野 11，010 
f高 光 14，994 
福 岡 7，560 
井 口
村h十 | m7m日 …ぉ判| 長田函6|| 410回部 | 
918 
ム口、 364，532 246，207 
インフレ等を考えれば非常に投資効率が悪いものとならざるをえない。
そこでここでは，流域下水道のほかに2つの代替案を想定して，建設費及び
似)
維持管理費を推計してみることにした。推計には建設省が示している費用関数
を用いた(維持管理費については若干の変更を加えた〉。 この費用関数にはす
(25) 
でに重大な疑問が投げかけられているが，県当局の試算にも用いられているも
制前掲「指針と解説Jによる。
側 たとえば，中西著書(第4章〉や，注(1)の西村・栗原論文を参照。
中西氏は，処理場建設費が処理水量の 0.7乗に比例するとし、う建設省の見解に疑問
を提出し， 0.9乗に比例するとした方が，より現実に近いとされている。
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のであるからこれによって比較することにした。
〔代替案A)
産業排水(工場排水・畜産排水〉は，発生源処理の原則により廃除する。処
理は各市町村が行う公共下水道を原則とするが，高岡・新湊・大門及び庄川・
井波は市街地が連続しているので各一個所とし他の市町村と合わせ計九個所
に処理場を建設する。したがって幹線管渠は必要なく，放流は各市町村に流れ
る河川とする。
〔代替案B)
代替案Aと比較するために，産業排水を除く同量の汚水を流域下水道同様に
一個所に集めて処理するものとする。
処理方式は比較のためにすべて活性汚泥法により，汚泥焼却を行うものとし
た。
以上のような代替案の性格からいって，この推計は，あくまでも，流域下水
道が安くつくかどうかを考える素材であり，現実に建設費がいくらになるかを
見るものではないことを注意されたい。
〔推計上の仮定事項〕
計算を行った時点ではまだ多くの点について資料が公表されておらず，そのためもあ
って多くの点について仮定せざるをえなかった。
(a) 建設期間は，長大な幹線管渠を必要とする流域下水道とB案では20年四期工事とし
高岡，新湊，大門は10年二期工事，小矢部以下福岡までは5年一期工事，井口は二年
一期工事とした。
(b) 段階的施工の場合は，一期を5年とし当該5年間に平均して投資されるものとし
「指針と解説」に従って，先行投資分については，利子率を加味した。
I=2jli(l十r)t
(I:総建設費 ん:各年毎の建設費 r :利子率;年7分5犀)
t :投資年度から効果のでる年度までの年数 / 
(c) 処理場建設費費用関数
C=463QO・719(C :百万円， Q: 1，000d/日〉
(d) 処理場用地費は，ー率に 1n{当り7，000円と仮定し， A案の場合には計画水量1d/ 
日につき 1m2， B案・流域下水道の場合には 1nt/日につき0.7m2の用地が必要と仮定
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表4-7 r小矢部川流域下水道の概要」による幹線管渠の管径と延長
管径例 I 1. 2 I 1. 351 1. 65 ¥ 1. 8 I 2.-0 I -2.41 2.71 計
延長(m)1 8，500 ¥ 5，600 111， 400 124，050 Iω00 1 ω01 乙3001 66，850 
表4-8 r小矢部川流域下水道見直し計画(案)Jによる幹線管渠
径 (m) 延長(m)
小矢部川幹線 0.6~2.6 39， 180 
圧 JI [ 幹 線 0.7~2.3 28， 760 
言十 67，940 
表4-9 小矢部川流域下水道の幹線管渠(推定〉
管径(m)I …I -0.9 I 1. 3 I 1. 6 I 1. 9 I 2. 2 _1 
え長(m)I 8，650 1 5侃Oi山 90¥24，440 111，990 13，250 I 
注表4-7，4-8より推計
?
?
?
??」??
? ?
??
?
??
?
?
した。用地費は初年度に全額投資されるものとし，処理場が稼動するまでの期間を先
行投資期間とした。
(e) 幹線管渠建設費については，工法，管径とその延長，土被りとその延長が変数とな
る。工法は開削工法としたが，他の資料は公表されておらず，次のように推定した。
「小矢部川流域下水道の概要」とし、う文書にある表4-7と， r小矢部川流域下水道
見直し計画(案)Jにある表4-8より推定して，表4-9を求めた。また， B案の幹
線管渠は水量が流域下水道の%になることより，管径をへ/完倍として表 4ー 10のよう
にした。土被りはげ)4m以下， (ロ)4m~6 m，け6m以上，の三種類計算した。
表4-10 代替案Bにおける幹線管渠(推定〉
管径(m)1 0.51 0.71 1.11 1.31 1.61 1.81 2.11 計
返品川 8，650¥ 5， 680 111， 590 1 山 o¥11，990 1ω01ω0167，940 
(f) 管渠建設費費用関数
げ)土被り 4m以下
Y =3. Ox 1O-6x2十1.3 X 1O-2x-j-3.68 
(ロ)土被り 4m~6m
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Y=5.22XlO-6x2十5.85x 1O-3x十15.48
付土被り 6m以上
Y =6.41 x 10-6x2+3. 83 x 1O-3x十20.84
(Y : m当り建設費(万円1m) x:径(llm)
(田 市町村における家庭と幹線管渠を結ぶ面整備費は，三案に共通するものとしてここ
では除いた。
(h) 処理場の維持管理費については，既存の処理場の実例から計算された中西氏及ひ、西
村・栗原両氏の研究報告があり，前者は10万nfl日を越えると単価が一定になるとさ
れ，後者は15万nfl日を越えると単価一定になるとされているので，それらの限度以
下については下記の費用関数を用い，それ以上では単価一定として，二種類の計算を
した。
処理場の維持管理費(汚泥処理を含む。稼動後30年間〉
M=20. 3QO. 697 
M:維持管理費(百万円/年〉
Q:日平均処理水量(千nfl日)，計画水量の80%を平均処理水量とする。
(i) ここでは昭和54年をベースとして推計されており，インフレの影響は考慮、されてい
ない。
以上の仮定の下に三案の建設費・維持管理費を推計した結果は，表4-11の
ようになった。
ここからわれわれは如何なる結論を導きうるであろうか。以下に列挙してみ
よう。
1) この推計は多くの仮定の上になされたものではあるが，処理水量を同じ
くするA案とB案では， A案の方が多少安くなることが予測されよう。ただし
その差は， この推計からでは明確ではなく， この推計だけによってA案が有利
であるとはいえない。しかし，この結果は，少なくとも，現在の計画案を再考
してみるだけの意味を充分に持っているだろう。
2) 次の諸点からすれば，明らかにA案の方が望ましいといえよう。
①水資源としての河川の水量を保持すること。②河川の水量保持によってそ
の自浄作用を生かしうること。①流域下水道及びB案では，建設期聞が長期化
し，投資効率がきわめて悪く，生活上の利便・河川や海域の浄化がそれだけ遅
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2. 処理場維持管理費③は，平均処理水量が15万1(/日を越える場合に， 15万nl/日以
上については 1nl/日当り処理単価を一定として計算したもの。同じく維持管理費
④は， 10万m3/日以上について処理単価を一定として計算したもの。
3. 幹線管渠建設費については，土被りを次の三種類の場合について計算した。付)4
m 以下， (ロ)4m~6m， 付 6m以上。しかし現実的には，上流では土被りは浅く
下流では深くなるはずである。
れることになる。④汚泥・焼却灰の処理は，当該市町村の責任において行われ
ることが原則であるが，下流の処理場からの運搬を考えると， A案の方がより
処理しやすし、。⑦県計画でも，汚泥・焼却灰の有効利用を考慮し「将来の技
術開発の進展に対応し，汚泥の二次製品化，緑地還元等有効利用をはかる」と
しているが，農村地帯の多い上流市町村ではより有効利用が容易であり，また
そのためには工場廃水を除外する必要がある。一旦大規模なものを建設して
しまってからでは，手遅れとなろう。上流では農地，山林があり，汚泥利用の
将来の方向からすれば，上流市町村が独自に処理場を建設することが望まし
し、。
3) ここでは将来のインフレを考慮していない。したがって建設期間が長期
-;:13，3，一
化するほど，建設費はもっと高くなることは明らかである。現に 151年からの
第四次下水道整備五ヶ年計画は，新たに 2，000万人が下水道を使えるように，
7兆5千億円を計上した。その金は96%使われた。しかし工事は予定の43%，
倒 J
840万人の範囲にとどまった」といわれる。これは予定を達成するためには 2
倍の予算を必要としていたことを意味している。とすれば小規模のものを短期
間に建設する方がはるかに有利であろう。
4) これらの諸々の疑問からすれば，県計画はさらに検討する必要があろ
う。上流市町村では活性汚泥法にこだわらず，さらにその規模に見合った技術
を採用することも可能である。
5) PPPの原則を流域下水道方式に導入するとすれば， B案と流域下水道
の建設費の差額は，本来産業が負担すべきものである。
われわれの小矢部川流域下水道に関する結論は以上であるが，けっして大規
模化が建設費・維持管理費を安くするものでないことは明らかになったで、あろ
う。そして同時に，流域下水道の不合理性もこの章に述べてきたことによって
明白になったと考えるのである。
5. おわりに
下水道建設問題は多様な課題を内包している。自然環境の保全，生活の利便
の向上といった下水道それ自体の目的だけでなく，資源・エネルギー問題，技
術の問題，農業のあり方の問題，さらに地域の存在様式をめぐる行政や地域住
民の関与の問題まで，総じて地域の文化のあり方に関係している。流域下水道
については，さまざまな反対運動が継続しているが，その多くは処理場建設予
定地周辺の住民の運動であり，県民全体の問題とはなっていなし、。しかし，行
政担当者は常に住民と一体となった行政を口にしているのであるから，それを
こうした事業の過程においてこそ追求すべきではないだろうか。当局者は計画
側前掲「水と土と人間」第24回。
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の策定とその実現に汲々となるのではなく，策定の過程にこそ情報を公開し，
住民との聞に見解のキャッチボールをする度量が必要で、ある。そうすることこ
そ住民のコンセンサスを作る早道であり，事業をスムーズに進行させ，行政へ
の一体感を形成する道なのである O
紙数の制約から資料的に不十分になったが，総じていえば，長期的・複眼的
視野に立ち，地域文化を追求してゆく人間性が求められているといえよう。
(1981年 1月〉
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